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主 旨 

• 東日本大震災から８カ月半になり、私たちの
浦安は 応急対策としての「復旧」から、安全
で安心できる浦安創生へ向けた「復興」段階
に差しかかろうとしている。  

• それには 私たち市民の「思い」が込められる
必要があるが、その「思い」とはどのようなも
のだろうか？ 

• それを考える上で参考になると思われる「材
料ないし視点」について考えてみたい。 

 



骨 子 

１．「浦安市液状化対策技術検討調査委員会」
について 

２．「減災」について 

  2-1 想定される災害 

  2-2 必要経費と財源 

  2-3 「減災」の視点 

３．行政と市民の連携 

         ・・・市民の潜在能力の活用 

 

 



１． 浦安市液状化対策技術検討 

   調査委員会（液状化委員会）
について 



液状化委員会の概要 

• 状況把握と目的 

 ① 市内85％に液状化被害 

 ② 直下型地震等に備え 液状化対策が必要 

 ③ 対策効果とコストは トレードオフの関係 

 ④ 被害状況と地盤特性の相関を把握 

 ⑤ 大規模地震における 被害程度を予測 

 ⑥  市民生活に必要な 社会基盤対策の検討 

 ⑦ 建築物に対する 液状化対策の分類・整理 

 

    



• 体制（委員長：石原研而中大教授・土木工学） 

 

 

          （資料1-5 ①） 



• スケジュール 

 ① 第１回  2011年7月22日 

 ② 第２回       9月12日 

 ③ 第３回      10月17日 

   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

 ④ 第４回（まとめ） 11月28日 

 ⑤ 液状化対策技術検討調査委員会報告会  

        ＊日時 12月18日(日)午後2時～4 

    ＊場所 明海大学 

     ＊対象 市内在住の方、当日先着400人 
 

 



Ａ. 埋立ての履歴 
 

（以下資料の出典は浦安市ホームページ）   



A-1 埋立て前（1948年） 

 

           （資料1-1.2 ②） 



Ａ-2 第１期埋立て事業（8.7㎢ 1965～71年） 

 

            （1975年 ③） 



Ａ-3 第２期埋立て事業（5.6㎢ 1972～80年） 

 

           （2003年 ④） 



Ｂ. 地盤WG 



Ｂ-1 地盤調査位置図 

 

 

        （資料3-3-1-2 ⑤） 



Ｂ-2 標高（青：±０ 緑：＋2 橙：＋4m） 

 

         （資料3-3-1-3 ⑥） 



Ｂ-3 地下水位（青：0～-1.0 緑：-1.0～-2.5m） 

 

 

         （資料3-3-1-4 ⑦） 



Ｂ-4 基盤（赤：TP-20以浅 濃紺：-70～-80m） 

 

         （資料3-3-1-5 ⑧） 



Ｂ-5 杭の抜きあがり（緑：6～26 赤：46～99cm） 

 

         （資料3-3-1-15 ⑨） 



Ｂ-6 液状化対策工法（1） 

 

        （資料3-3-1-31 ⑩） 



Ｂ-7 液状化対策工法（2） 

 

         （資料3-3-1-35 ⑪） 



Ｃ. 土木ＷＧ 



Ｃ-1 道路網概要 

 

         

 

 

      （資料3-3-2-1左中/21） 



Ｃ-2 道路構成 

 

        （資料3-3-2-1右/22） 



Ｃ-3 道路液状化メカニズム 

 

        

 

 

             

 

   （資料3-3-2-9左＋右/23） 

 



Ｃ-4 橋梁 

  

         （資料3-3-2-12右上/24） 



Ｃ-5 下水道（汚水）被害延長 

 

       （資料2-4-2-22中中/25） 



Ｃ-6 下水道（汚水）被害状況 

 

        （資料2-4-2-23/26） 

 



Ｃ-7 下水道（雨水）被害延長 

 

        （資料2-4-2-32中中/27 ） 



Ｃ-8 上水道被害割合 

 

        （資料2-4-2-40中上/28 ） 



Ｃ-9 ガス供給停止数 

 

        （資料2-4-2-44中上/29 ） 



Ｃ-10 電柱（電気）被害割合 

 

       （資料2-4-2-47右中/30） 



Ｃ-11 電柱（NTT）被害割合 

 

       （資料2-4-2-51左下/31） 



Ｃ-12 護岸の被害状況 

 

        （資料2-4-2-52中/32） 



Ｃ-13 日の出海岸の損傷パターン 

  

        （資料2-4-2-55左上/33 ） 



Ｃ-14 公園の被害状況 

 

         （資料2-4-2-59/34） 



Ｃ-15 インフラの性能設定 

 

        （資料3-3-2（別紙）/35） 



Ｄ. 建築ＷＧ 



D-1 戸建て住宅の被害状況 

 

        （資料3-3-3-1右下/41） 



D-2 戸建て住宅の傾斜方向 

 

        （資料3-3-3-2右上/42 ） 



D-3 杭基礎種類と典型的被害の模式図 

 

        （資料3-3-3-3右下/43 ） 



D-4 杭基礎の健全性調査 

 

        （資料3-3-3-2右下/44 ） 



D-5 修復工法に関する検討（検討中） 

 

 ＊ 液状化住宅の沈下修正工事の留意点 

 ＊ 小規模建築物の沈下修繕工法の紹介 

 ＊ 既存小規模建築物（民間宅地）の液状化 

   防止・軽減対策 

 ＊ 道路など公共施設と既存戸建住宅との一 

   体的な液状化防止・軽減方法の比較 



「１」 の まとめ 

① 貴重な知見が得られた。これを今後の復興 

  にどう生かすかが課題である。 

② 宅地・都市基盤等に関する液状化対策メニ 

  ューが示された。 

③ 一方、適切な対策がなされていた宅地・道 

  路はほとんど無傷だったことが分かった。 

④ また、「液状化」は災害の一側面であること 

  に留意。   

  

 



２．「減災」について  

        2-1 想定される災害 

        2-2 必要経費と財源 

        2-3 「減災」の視点 



トピックス：「誰が東京を救うのか」 



2-1 想定される災害（例えば首都直下型地震） 

1） 液状化  

＊ 軟弱地盤地域で大規模に発生。 

  ・・・3.11の浦安は 他に比べて極めて弱体だ 

    った。特に都市基盤が顕著だった。 

＊ 「液状化」は地震に伴う現象のひとつ。 

2） 地震動 

＊ 首都各地で建築・都市基盤が大規模被害。 

  ・・・そのとき 浦安はどうなるか？ 因みに 

     3.11の震度は５強（7/10）だった。 



3） 火災 

＊ 市街地を中心に地震火災が多発。 

4） 津波・高潮／護岸・堤防 

＊ 政府の中央防災会議が被害想定見直し中。 

  ・・・3.11では 猫実排水機場で2.1mの津波。 

5） 孤島化 

＊ 元町が水に浸ると 中町・新町は孤島化。 

6） 帰宅困難 

＊ 3.11程度では済まない。 

 

 



トピックス：「浦安／液状化 イメージ悪化」 

 

      （朝日新聞記事 11月1日） 



2-2  必要経費と財源 

＊ 市の復旧費総計は300億円。国からの補助 

  177億円を引いた123億円が市の負担。 

＊ 一方、税収入が激減しH23～25年度の歳入 

  は計100億円の減収と見られている。 

＊ これに復興に必要な財源が必要になる。 

＊ 復興に必要な金額は、何をどこまでやるか  

  （どのメニューを選ぶか）による。  

＊ 国・県の補助は？（いずれ原資は税金） 

＊ 相続税等の調整率は－40％になった。 

 



2-3 「減災」の視点 

1） 「減災」とは 

＊ 災害時に発生し得る被害を最小化すること。 

＊ 従来の「防災」が災害を未然に防ぐ、つまり 

   被害を出さない とするのに対して、「減災」 

   は 災害を完全に防ぐことは出来ない との認 

   識に立ち、あらかじめ被害の発生を想定し、 

   その程度を最少化する考え方。 

＊ 「完全に防ぐことは出来ない」には 技術面だ 

   けでなく、財源等のソフトも含まれる。 



2） 浦安復興に「減災」の視点を 

＊ 復興のターゲットは「安全・安心」だが、「100 

   ％安全」を求めるのは現実的ではない。 

＊ 例えば、災害の総体を完全に把握すること 

   は困難。ある程度の了解点を見つけて 現実 

   に行動しなければならない。 

＊ また、必要財源には限界があるのが現実。 

＊ 「安全対策」と「コスト」のバランスを考えざる 

  を得ない。 



3） 「減災」は市民主体で 

＊ 被害の当事者である市民が 主体的に関与 

  する必要がある。 

＊ コスト（税金）の負担者（納税者）である観点 

  からも市民の主体的関与が必要。 

＊ それには、不都合情報を含む全情報の公開 

  と検討過程の公開が不可欠。 

＊ 一方、市民は建設的な結果をもたらす責任 

  を負う。 

   



「２」 の まとめ 

① 災害の想定は 生活者の視点に立って 

  その総体を把握する必要がある。 

② 復興の財源は厳しい。 

③ 復興は 「減災」の視点で進めるべきで 

  ある。 

④ 「減災」は市民主体に。    



 
３．行政と市民の連携 
  ・・・市民の潜在能力の活用  
 
 



1） 行政の一般的特性 

＊ 行政は物事の着実な実行に適している。決 

  められたこと（規則・実例）に沿って動くのが 

  基本で、先を読んだり刷新的なことには どち 

  らかと言えば積極的ではない。 

＊ ゼネラリストであるのが基本であり、専門技 

  術等の専門性には概して従的である。 

＊ 担当部署に責任をもつ一方で、自ずと縦割 

  り意識が働くことが多い。 

 



 
2） 市民の特性 
 
＊ 安全・安心を切実に求めているのは市民（生 

  活者）であり、万一のとき災害を被るのも 対 

  策費用（税金）を負担するのも また市民。 

＊ 市民の多くは子供や孫のまでも住みたいと 

  いう 持続可能な社会な志向している。 

＊ 市民の中には、専門知識・経験を有する人 

  がいる。その潜在力を活用すべきである。 

＊ 市民の多くは、とにかく浦安が好きだ。その 

  「思い」を復興に活かすべきではないか。 

 



「３」 の まとめ 

① 浦安創生に向けた「復興計画」には、行政 

  と市民が それぞれの立場・役割を活かす 

  「行政・市民連携」が望ましい。 

② 「液状化のまち浦安」「砂上の楼閣・浦安」 

  あるいは「3重苦の浦安」といった、マイナ 

  スイメージを払拭して 「浦安創生」に向か 

  う鍵は、市民の潜在能力を活用すること 

  だと考える。 

 

 


